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． 村岡啓一 一橋大学大学院法学研究科教授

はじめに Wilkins, Harvard Law School）で、あった。この両極

を、 2006年5月にバンクーバーにて開催される「専門

会長で、あったトーマス・モーガン教授（ThomasD. 

Morgan, The George Washington University 

Law School）といった鋒々 たる人物で、あり、新進気鋭

に属する代表格は、 2004年ノ、ーバード・ロースクー

ルに設立された弁護士および専門職サービス産業に

関するセンター（theCenter on Lawyers and the 

Professional Services Industry）において、「企業は

どのように法的サービスを購入しているのか」の研究

をしているデイヴィッド・ウィルキンス教授（DavidP. 

家責任に関するABA全国会議」（theABA National 

Conference on Professional Responsibility）の

企画委員長を務めるリサ・レーマン教授（LisaG. 

Lerman, The Catholic University of America, 

Columbus School of Law）と、やはり重鎮に属する

といっても差し支えないで、あろうテッド・シュナイヤー教

授（TedJ. Schneyer, The University of Arizona 

James E. Rogers College of Law）が橋渡しをし、

改正後のABA模範規則の各州における採択状況を調

査しているABAの担当者で、あるルシアン・ペラ弁護士

(Lucian T. Pera）が実務家からの意見を述べるとい

う布陣であった。

いずれの講演も期待に違わぬ刺激的な内容であっ

たが、本稿では、講演会の統一テーマで、もあった「変

容する弁護士像」に直接関係する3人の講演の要旨

を紹介することにしたい。そこには、アメリカの弁護士

にどのような変化が起こっているのか、その結果、法

律家一般の倫理規範にどのような変化が生じている

のか、また、その変化は将来の法律家像にどのような

影響を及ぼすのか、といったきわめて興味深いアメリ

カの現実と問題提起が含まれているからである。まず；

総論的な変化の全体像を把握する意味で、シュナイ

ヤー教授の講演を紹介し、その後、現在のアメリカの

弁護士像を語るうえで避けて通れない巨大ローファー

ムと顧客である巨大企業に焦点をあてた、ハザード教

授とウィルキンス教授の講演を紹介しよう。

2005年9月23日、アメリカ合衆国南部オクラホマ・

シティにおいて、オクラホマ・シティ大学ロースクール

の100周年記念事業の一環として、 「法律家の将来

をどうみるかJ(Assessing the Future of the Legal 

Profession）と題する 1日だけの講演会が開催された。

講師陣は、同ロースクールの院長（Dean）であるロー

レンス・ヘルマン教授（LawrenceK. Hellman）が「ド

リーム・チーム」と評したように、アメリカ合衆国の法

曹倫理教育に少なからぬ影響を与え続けている大御

所や、現在、斬新な切り口で注目を集めている新進気

鋭の学者や実務家たち7名で、あった。大御所に属する

のは、「フリードマンの3つの難問Jで著名なモンロー・

フリードマン教授（MonroeH. Freedman, Hofstra 

University School of Law）、 2002年アメリカ法曹

協会（ABA）模範規則等の改正に大きな影響を及ぼ

したジェフリー・ハザード教授（GeoffreyC. Hazard 

Jr., University of Pennsylvania Law School）、ア

メリカ合衆国ロースクール協会（AALS)1~90年の
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シュナイヤー教授は、アメリカ合衆国における弁護

士を規律する規則の変容を複数の例を挙げつつ説

明し、規則の変化が示す大まかな方向性と法律家自

身による自己規律（わが国の表現でいえば「弁護士自

治」）の将来につき以下の点を指摘した。

者」（materialadvisors）に対し、税務当局への報告

義務を課したし、 2005年破産改革法（Bankruptcy

Reform Act）は、消費者破産の申立代理人となる債

務者側の弁護士に、破産申立の濫用を防ぐ目的で、

依頼者の破産申立が適格性を備えていることの証明

をするように求めた。近時の連邦法の特徴は、依頼

者の利益以外の利益（たとえば、投資家の利益、債

権者の利益など第三者の利益や証券取引制度、税制

度、破産制度などの制度維持を目的とする公益）を守

るために弁護士に自らの依頼者を監視する義務を課し

ている点にある。また、規制の手法として、弁護士を

他の専門職や民間の実務担当者らと一緒にして、新

たに定義した広範な規制対象者（たとえば、消費者

破産の「債務救済代理人」 〔debtrelief agencies〕

とか財務省規則に服する「税関連実務家」〔Tax

practitioner〕など）の一員とし、従来の弁護士・依

頼者の関係を特権として特別扱いで、きないようにして

いる。しかも、これらの規則は、いずれも詳細で弁護

士の裁量を排除しており、特定の分野における連邦

規則の優位を実現している。

テッド・シュナイヤー教授の講演
「弁護士を規律する内部と外部の法の関係に見られ

る傾向と専門家責任に関する規則の将来について」

1 専門化がもたらす影響

特定の一分野にのみ特化する弁護士が増加し、か

つて最も一般的な形態で、あった法律問題全般を取

り扱う開業弁護士（generalpractitioner）は、今

日では「絶滅の種」に属する。専門化の結果、企業

弁護士協会（theAmerican Corporate Counsel 

Association）など、特定分野の弁護士によって構成

される専門弁護士会（specialtybar）が多数設立さ

れ、それぞれの専門領域におけるガイドラインを定立す

るなど、伝統的な倫理規則以上に当該分野における

実務に大きな影響を及ぼしている。全米規模のABA

や各州の弁護士会内部でも、特定分野に関する部門

(section・）が主導して政策立案に大きな影響を及ぼす

ようになった。その結果、特定の専門領域における実

務に合わせる形で公式の倫理規則を制定することが

一般的になった。

2 連邦法および行政規則による規制

従来は、州最高裁の権限のもとで、倫理規則の制

定や懲戒制度の運営、弁護士会費の徴収などが弁

護士による自治（self-regulation）に委ねられていた

が、法サービスの市場がグローバル化した結果、法

律実務を連邦の法律や行政規則で規制する動きが拡

大している。連邦規則が増大したからといって直ちに

州の権限の委譲を意味するわけで、はないが、 2002年

以降の連邦法の動きは不吉である。 2002年米国企

業会計改正法（Sarbanes-OxleyAct）は、証券取

引委員会（SEC）に出入りする企業弁護士に対し実質

的な法規違反をSECに報告する義務を盛り込む規則

を制定するように義務づけたほか、 2004年米国雇用

先創設法（TheAmerican Jobs Creation Act）は、

節税対策を助言する税務弁護士を含む「重要な助言

3 弁護士業務を規律する内部法と外部法の関係

ABAの各種基準など弁護士自治に基づき法律

専門家としての倫理規範を定めた弁護士会内部の法

(the bar's law）を内部法（internallaw）というの

に対し、立法機関や行政当局によって制定される法

規（thestates' law）を外部法（externallaw）とい

う。内部法は厳密な意味での法律ではないが、倫

理規定の中核である依頼者に対する誠実義務およ

び守秘義務は、弁護士にとっては「憲法上の規範」

(constitutional norms）とみなされてきた。外部

法がこれを否定ないし制限しようとする場合、本来

的には、内部法が外部法に対する抗弁として機能す

ることが期待されていたが、今日の状況では、外部

法優位のもと、外部法と内部法が融合していく動き

が見られる。たとえば、エンロン破綻後のABA模範

規則の改正（注： l.6(b）の守秘義務の例外を経済的

損失の危険性がある場合にまで拡大したほか、 1.13

で、企業内弁護士の内部告発を守秘義務の例外とし

て当該弁護士の裁量判断に委ねた）がその一例であ

る。 ABAは、こうした模範規則の見直しによってSEC

規則の当初案で、あった「事実上の告発義務J(noisy 

。，.
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withdrawal）を撤回させるのには成功した。しかし、

見方を変えれば、 SEC規則は、疑わしい取引の報告

につき模範規則1.13と同様の許容ルールを採用した

ので、内部法における守秘義務の例外という譲歩は、

結局、外部法によって実現されたと同じことになろう。

4 手続普遍原則の衰退

手続規定には訴訟の実体を超えて共通に適用

されるという原則（これを「手続普遍原則J〔trans-

substantivity Jという）がある。しかし、最近では、連

邦民事訴訟規則の改正のプロセスはきわめて政治的

になっており、特定の弁護士が自ら代理する依頼者層

の利益のために他者の利益を犠牲にしてまでも手続

法の改正を実現しようと躍起になっている。従来、弁

護士の倫理規定も同じ手続普遍原則に基づき、活動

場所や依頼者層や専門分野の違いにかかわらずLす

べての弁護士に適用されるという普遍性を備えていた

が、今日制定される規則のかなりの数が、特定領域

の専門弁護士会によって制定されている。その結果、

特定の弁護士の影響力が強く特定の利益だけが擁護

されているような外観を呈する一方で、手続普遍原則

が衰退したために、規則制定者の側も、特定の使命

を実現するには当該専門領域の弁護士を巻き込んで、

特定の規則化の方向に向かわざるをえないという側面

がある。両者は相互補完的であり、連邦法に基づくさ

まざまな規則（財務規則、破産規則、 SEC規則など）

には、規則制定者と特定の専門弁護士会の協働関係

が認められるのである。

5 弁護士自治から協調組合主義ヘ

このような特定の分野における外部法による規則制

定者の側の積極的な働きかけとこれに呼応する弁護

士会の動きは、弁護士業務を規律する法を形成する

にあたって、弁護士会の役割のかなりの部分が外部

法の規則制定者との調整にあてられていることを示し

ている。しかし、このことは、弁護士会の影響力の喪

失を帰結するもので、はない。私は、この弁護士会と規

則制定者とが協働して規則を制定する体制を 「協調

組合主義」（corporatism）と呼ぶことにするが、弁護

士会のリーダーは、弁護士自治の衰退としてではなく

むしろ発展形態として、この現実を認めるべきである。
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ジェフリー・ハザード教授の講演
「国際取引の実務における利益相反の代位責任帰属」

ハザード教授は、アメリカ合衆国の倫理規則が定

める利益相反の場合の代位責任による帰属原則（the

imputation of conflict of interest）が、今日の国

際的巨大ローファームと依頼者である世界的企業の

聞の利益相反問題に対処するには不適切であること

を示す。そして、契約によって利益相反問題を事前

に回避しようとする最近の傾向を紹介し、 2005年の

ABA公式見解05-436が、模範規則の解釈上、これ

を承認するに至った経過を明らかにした。

1 モデルの変容に伴う代位責任帰属原則の不適合

19世紀初頭までは、法律実務を規律する際に想定

されていた行為者モデルは、個人の開業弁護士（solo

practitioner）であり、依頼者も個人ないし小規模

経営者で、あった。伝統的に、弁護士の倫理規則も、

この実務モデルに基づ、いて、主体を「弁護士」（the

lawyer）として規定している。法律事務所が倫理規則

の主体として言及されるようになり、かっ、「依頼者と

しての組織体」（模範規則1.13参照）が倫理規則に登

場するようになったのはつい最近のことで、ある。今日で

は、国際取引を扱う巨大ローファームと世界各地に支

店ないしグループ。子会社を擁する世界的企業が典型

例であるように、法律業務を担う弁護士の側も依頼者

の側も組織体であり、そこでは、組織内で意思決定を

する個人と法的な意味で依頼者である組織そのものと

は議離し、組織としての意思決定のシステムのゆえに、

いずれの組織も「官僚化J(bureaucratization）してい

る。その結果、個人モデ、ルで、は妥当性を有していた利

益相反行為の禁止、および、小規模法律事務所内の

同僚弁護士に生じた利益相反の効果を同一事務所内

の他の弁護士にも及ぼすという代位責任帰属の原則

が、巨大ローファーム、とりわけ国際的な支店網を有

するローファーム（themulti-member law firm）に

とっては不適当かっ不合理な倫理規範となっており、

ひいては、アメリカ法に依拠するローファームの国際

競争力の足かせになっている。

もともと利益相反に関する倫理規則は訴訟実務

(litigation practice）を想定して発展してきた。当

事者主義の訴訟モデルの下で、は、双方代理の禁止
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にみられるように利益相反の関係は誰の目にも明らか

であり、このような場合、裁判所は当該弁護士の失格

(disqualification）という扱いで、対処してきた。しか

し、取引実務の場合には、利益相反関係は誰の目に

も明らかというわけではないし、契約合意に達するこ

とは当事者各自の利益に適っていることの反映である

から、ある意味で、はWin-Win関係が成立していると

もいえる。機能的な観点、からみても、 1人の弁護士で

十分であるのに、あえて契約に関与する当事者ごとに

複数の弁護士を配置する実益はないのが実際である。

しかし、倫理規則の利益相反の禁止と代位責任帰属

原則はこのような取扱いを認めないのである。

2 契約による代位責任帰属原則の免除

巨大ローファームにとって利益相反の帰属問題は、

日常的に扱わなければならない中心的な倫理問題で

あると同時に経営上の問題でもある。そこで、対策

として、ローファーム全体の利益相反関係を事前に

チェックする監視機能を高めるほかに、契約によって

あらかじめ利益相反問題を解消しようとする例が現れ

ている。従来から、模範規則1.7(b）やI.9(a）の規定は、

依頼者の書面による同意がある場合には、依頼者によ

る「権利放棄」（waiver）として扱ってきたが、厳密に

いえば、当事者聞の「契約J(contract）である。従来

は、利益相反が顕在化した後で依頼者の同意が問題

となったが、現在は、将来の利益相反に対する事前

の同意を取り付ける方向に変わっている。 1993年の

ABA公式見解93-372は、将来の利益相反に対す

る包括的な権利放棄は不適切であると考え、将来の

予想される利益相反者が特定されている場合にのみ

事前の同意をなしうるとしたが、これは、実質的には、

顕在化していない現時点の利益相反関係を明らかに

することにほかならず、事実上、将来の未知の利益相

反に対する事前同意を認めないもので、あった。これに

対し、 2005年のABA公式見解05-436は、模範規

則1.7の改正を受けて、十分な情報開示がなされるこ

とを条件に、将来の利益相反に対する依頼者の事前

同意を認めた。このことは、 ABAが、規則よりも契約

によって利益棺反問題を解消することをローファーム

に承認したことを意味する。その結果、今日では、契

約によって利益相反の事前同意を得た場合には、 X

ローファームの弁護士AがY会社の代理を務めていて

も、 Xローファームの弁護士Bが他の会社を代理して

Y会社のライセンスを得るための交渉をすることは妨

げられないのである。

しかし、将来の利益相反に対する事前同意の「包

括的な契約」には、ローファームは慎重で、あるべきで、

ある。なぜなら、依頼者である企業側は、特定のロー

ファームとの広範な連携を求めており、そのために、む

しろ利益相反の代位責任帰属の及ぶ範囲を拡大しよ

うとして、当該企業本体のみならず傘下の関連会社す

べてを包摂する包括契約の締結を求めるので、安易な

包括契約の締結は、かえって、ローファーム全体の新

規顧客獲得の可能性を閉ざし、将来の業務発展を阻

害しかねないからである。そして、巨大企業と巨大ロー

ファーム聞の包括的契約による緊密化は、契約によっ

て法律専門職としての独立性（theindependence of 

independent law practitioners）を失うのではない

かという問題を提起する。

デ、イヴ、イツド・ウィルキンス教授の講演
「なぜ、依頼者である企業はローファームの構造に

注意を払うべきなのか一一そして、なぜ、企業は

そうしないのか？」

ウィルキンス教授は、ハザード教授が提起した法律

専門職の独立性の問題に関連して、依頼者である企

業の側の視点、を提示する。企業が考えている理想の

法律事務所像とは「共にビジ、ネスを行うパートナー」で

あり、倫理規範もそうしたジョイント・ベンチャー（Joint

Venture）モデ、ルを基礎にしなければならないので、は

ないか、と指摘する。

1 ジョイン卜・ベンチャー・モデル

今日、法律実務を担う主体はローファームで、あり、

ローファームは依頼者と取引を求めて相互に競争して

いる。したがって、より大きな法サービス産業ともい

うべき専門職サービスの一部分であることを自覚すべ

きである。以前の企業とローファームとの関係は、企

業が単独ないしごく少数のローファームにすべての案

件を任せ、長期間の委任関係を結んで、きた。そこで、

は、契約関係にあるロープアーム内の弁護士は一律

に極めて優秀であると仮定されており、依頼者がロー

ファーム内部に介入することはなく、弁護士からみて、
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依頼者との関係はよき協働関係にあったといえる。し

かし、 1998年（ウィルキンス教授の前著の公刊年）以

降、依頼者企業はローファームのブランドによる品質

保証を信頼しなくなると同時に、懸案の案件に最もふ

さわしい弁護士をアドホックに求めるようになり、依頼

者と弁護士との聞の長期の関係は崩れてきた。企業

内部の法務部門（in-houselawyer）の業務は拡大し

ているが、傾向としては外部の契約ローファームとの

関係は整理統合ヘ向かっている。たとえば、デュポン

社は、ローファームをビジ、ネス・ パートナーとして位置

づけ、共通の利益を最大化するために必要な数にま

で、絞った結果、 400あった契約ローファームを42にま

で整理している。フォーチュン誌ランキング上位500

社を対象に「企業が法律事務所に何を要求し、何を

最も重要と考えるか」を調査した結果から判明したこ

とは、熟練した弁護士 （9.8%）でもなければ、望まし

い結果（14%）でもなければ、構築された信頼関係（5

%）で、もなかった。ダントツのl位は、依頼者に対する

格別の関心（Exceptionalclient focus, 37.9%）で

あった。企業は、企業自体を理解し、意思疎通がで

き、企業利益を第一に考えてくれるロープアームを求

めており、ローファームが企業のパートナーとなること

を望んで、いるのである。現在、巨大企業と巨大ロー

ファームが目指している関係は、ジ、ョイント・ベンチャー

あるいはパートナーシップに似たものである。すなわ

ち、特定の目的があり、目的達成のための一定の期

間があり、相互の利益を達成するために両者が協働

して対処するという関係である。ここでは、共通のプ

ラットフォーム（”Extranet”platform）を持ち文書を

共有化するという情報共有や、個々のローファームを

超えて行動する仮想、チーム（virtualteam）などが実

現されている。リアルタイムで相互に内部で、何が行わ

れているのかがわかるので、従来のようなローファー

ムからの請求書に過大な請求が含まれていないかを

チェックするといったような無駄な監視業務が不要と

なる。ジョイント・ベンチャーのモデルでは、相互の

組織を知ることが重要になるので、被用者の構成や

待遇、仕事を遂行する方法などをも含め、それぞれ

の組織内部の文化（internalculture）を理解するこ

とが必要となる。そして、ジョイント・ベンチャー・モ

デルでは、弁護士が依頼者に対して倫理的な義務を

負うだけではなく、依頼者もまた弁護士に対して倫理
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的義務を負うのである。こうした動きを受けて、最近

では、 WEB上で＼ある紛争解決の仕事に最も適した

ローファームを求める企業と、それを担うに最もふさわ

しいローファームのマッチングを媒介するイー・ロー・

フォーラム（E-lawForum）が、企業内弁護士のトッフ。

(General Counsel）を経験した弁護士らによって設

立され、現実に、企業とローファーム聞の「ジョイント・

ベンチャー契約」を締結させるまで、になっている。

2 法律家に期待されている公益目的との関係

巨大ローファームがジョイント・ベンチャー・モデル

を採用することが当該ローファームの利益に奉仕する

ものだ、としても、依然として、次の疑問が残されている。

それは、上記モデルの依頼者と弁護士は共に、法制

度に期待されているある種の公益に奉仕しているのか

否かという問いである。われわれの住む世界では、連

邦政府組織、州の立法府や行政府の決定と同様に、

実に多くの重要な経済的、政治的、社会的利益が企

業およびローファームの企業弁護士の決定からもたら

される。それゆえに、こうした企業とローファームの発

展形態が法律専門職の広義の公益目的にとっていか

なる意義を有するのかにつき、われわれは、 真剣に、

かつ、批判的に検討しなければならないだろう。

最後に

アメリカの弁護士と一口に言っても、個人開業弁護

士から巨大ローファームの弁護士まで、さまざまで、ある

が、それにもかかわらず；「法律家」（lawyer）として、

同じ倫理規範に服してきた。それが大きく揺らいでい

ることが、これらの報告からよく理解できよう。ジ、ョイ

ント・ベンチャー・モデルでは、ローファームは企業

のビジネス・パートナーとして位置づけられ、もはや

法律家としての独立性は喪失したかにすらみえる。こ

の現実のもとで＼弁護士の倫理規範はどうあるべきか

が深刻に関われているのである 最先端のアメリカで

の問題提起とはいえ、弁護士大増員時代を迎え専門

化が進むわが国の弁護士がいずれ直面する問題でも

ある。「変容する弁護士像Jの中に、いかなる普遍的

価値を見出して弁護士のアイデンティティを確立する

のか一一議論は始まったばかりである。

（むらおか・けいいち）




